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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長軸方向の延長部を持つエアロゾル発生物品であって、前記物品が前記長軸方向の延長
部に沿って延びるエアロゾル発生基体と、前記長軸方向の延長部に沿って延びるサセプタ
材料とを備え、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料が、押出成形物を形成し、該押出
成形物は自身の長さに沿って同一の断面形状を持ち、前記エアロゾル形成基体および前記
サセプタ材料が中空形状で、中空の押出成形物を形成する、エアロゾル発生物品。
【請求項２】
　前記エアロゾル発生物品の前記長軸方向の延長部に沿って配置されたひも要素を備える
、請求項１に記載のエアロゾル発生物品。
【請求項３】
　前記ひも要素が、前記ひも要素の伸びが２０ニュートンの荷重下で１ミリメートル毎メ
ートル未満となるような引張強さを持つ、請求項２に記載のエアロゾル発生物品。
【請求項４】
　前記エアロゾル形成基体が、前記中空形状のサセプタ材料の内側、または前記中空形状
のサセプタ材料の外側、または前記中空形状のサセプタ材料の前記内側および前記外側を
覆う、請求項１～３のいずれかに記載のエアロゾル発生物品。
【請求項５】
　前記サセプタ材料が少なくとも２つのサセプタセグメントの形態であり、また前記少な
くとも２つのサセプタセグメントが、前記エアロゾル発生物品の前記長軸方向の延長部に
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沿って、長軸方向に相互に離れて配置される、請求項１～４のいずれか１項に記載のエア
ロゾル発生物品。
【請求項６】
　前記押出成形物の壁厚が１ミリメートル～７ミリメートルである、請求項１～５のいず
れか１項に記載のエアロゾル発生物品。
【請求項７】
　カバー材料をさらに含み、前記カバー材料が前記エアロゾル発生物品を少なくとも部分
的に覆う、請求項１～６のいずれか１項に記載のエアロゾル発生物品。
【請求項８】
　前記カバー材料が前記エアロゾル発生物品の外側を覆う多孔性材料層であるか、または
前記エアロゾル発生物品の外側を包む多孔性のエンベロープである、請求項７に記載のエ
アロゾル発生物品。
【請求項９】
　エアロゾル発生装置であって、
　　－装置ハウジングの近位端から延びる支持要素を備えた前記装置ハウジングであって
、前記支持要素がエアロゾル形成基体およびサセプタ材料を含むエアロゾル発生物品を受
けるように適合されているものと、
　　－前記支持要素に取り付けられたエアロゾル発生物品を含めて、前記支持要素を収容
するような形状の内部表面を持つくぼみを備えるマウスピースと、
　　－使用時に前記エアロゾル発生物品の前記サセプタ材料と誘導結合された負荷ネット
ワークのインダクタとを備える、エアロゾル発生装置。
【請求項１０】
　前記支持要素が前記装置の長軸方向軸に対して回転対称形状を持つ、請求項９に記載の
エアロゾル発生装置。
【請求項１１】
　前記マウスピースが前記マウスピース内の気流経路内に配置された気流変更要素を含む
、請求項９～１０のいずれか１項に記載のエアロゾル発生装置。
【請求項１２】
　エアロゾル発生物品を製造する方法であって、前記方法が押出装置のダイ開口部を通し
てエアロゾル形成基体およびサセプタ材料を同軸的に押し出し、前記エアロゾル形成基体
および前記サセプタ材料を含む押出成形物を形成する工程を含む、方法。
【請求項１３】
　連続的なひも材料を前記エアロゾル形成基体および前記サセプタ材料と一緒に同軸的に
押し出す工程をさらに含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　エアロゾル発生システムであって、
　　－請求項９～１１のいずれか１項に記載のエアロゾル発生装置と、
　　－前記エアロゾル発生装置の支持要素に取り付けられたエアロゾル形成基体およびサ
セプタ材料を含むエアロゾル発生物品と、
　　－負荷ネットワークに接続された電源であって、前記負荷ネットワークが前記エアロ
ゾル発生物品の前記サセプタ材料に誘導結合されるためのインダクタを備えるものとを備
えた、エアロゾル発生システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エアロゾル発生物品およびこうしたエアロゾル発生物品を製造するための方
法に関連する。本発明はまた、エアロゾル発生物品を使用したエアロゾル発生装置および
システムにも関連する。
【背景技術】
【０００２】
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　電子加熱装置で使用するための様々なエアロゾル発生物品が周知である。エアロゾル発
生物品は、装置内の発熱体によって加熱されるエアロゾル形成基体を備える。通常プラグ
を加熱するためにたばこプラグの中へと加熱用ブレードが挿入される。加熱用ブレードは
プラグの周辺部分上では限られた加熱効果しか持たず、一方で中央部分は過熱状態になる
傾向がある。それゆえ、エアロゾル発生物品の廃棄の際も依然として未使用のたばこ基体
を含んでいる場合がある。加えて、発熱体とエアロゾル形成基体の間の接触は不十分であ
ることが多いため、エネルギー効率は低い。
【０００３】
　従って、材料の浪費を低減することが可能なエアロゾル発生物品の必要性がある。加え
て、物品が使用されるエアロゾル発生装置およびシステムのエネルギー効率を改善できる
、エアロゾル発生物品を効率的に製造するための方法があれば望ましい。
【発明の概要】
【０００４】
　本発明の一態様によれば、長軸方向の延長部を持つエアロゾル発生物品が提供されてい
る。物品は、長軸方向の延長部に沿って延びるエアロゾル発生基体および長軸方向の延長
部に沿って延びるサセプタ材料を含む。エアロゾル形成基体およびサセプタ材料は、押出
成形物の長さに沿って同一の断面形状を持つ押出成形物を形成する。
【０００５】
　エアロゾル発生基体およびサセプタ材料は、実質的にエアロゾル発生物品の長軸方向の
延長部全体に沿って延びる。これらは、エアロゾル発生物品の長軸方向の延長部の少なく
とも７５パーセントに沿って延びることが好ましく、長軸方向の延長部の少なくとも８０
パーセントに沿って延びることがより好ましい。エアロゾル発生基体およびサセプタ材料
は、エアロゾル発生物品の長軸方向の延長部全体に沿って延びうる。従って、共押出され
たエアロゾル形成基体およびサセプタ材料によって形成された押出成形物の長さは、エア
ロゾル発生物品の長軸方向の延長部の少なくとも７５パーセントに対応することが好まし
く、エアロゾル発生物品の長軸方向の延長部全体の少なくとも８０パーセントに対応する
ことがより好ましく、またはエアロゾル発生物品の長軸方向の延長部全体に対応する。
【０００６】
　エアロゾル発生物品、または少なくともエアロゾル発生に関連する物品の部分―すわな
ち、エアロゾル形成基体で覆われるサセプタ材料―は、共押出プロセスによって製造され
る。一般に押出プロセスでは、材料は、材料を適切な形状のダイ開口部を強制的に通すこ
とで、例えば繊維、シート、パイプまたはこれに類するものなど、連続的な形態（「押出
成形物」）に成形される。押出成形物の特性は、押出成形物の断面形状がダイの形態全体
で一定であることである。従って、本発明では、外部の形態、例えば外径、および中空の
押出成形物の場合の内部の形態、例えば内径は、押出成形物の長さに沿って一定かつ同一
である。
【０００７】
　断面が押出成形物の長さに沿って同一であることも好ましい。ところが、断面はまたエ
アロゾル発生物品内のサセプタ材料の配置に応じて押出成形物の長さに沿って変化するこ
とがあるが、これについては下記に詳細に説明する。
【０００８】
　押出は、エアロゾル形成物品の大量生産を可能にする信頼性および一貫性のある製造工
程である。例えば、連続的なエアロゾル発生物品は、エアロゾル発生基体およびサセプタ
材料の共押出によって形成されうる。次に、連続的な物品は、望ましい長さの個々の物品
に切断されうる。加えて、押出プロセスにより、多種多様の断面形状を持つ押出成形物の
製造が許容される。
【０００９】
　押出プロセスにより、非常に均質でありかつ非常に低い製作許容差を持つエアロゾル発
生物品の製造が許容される。特に、本発明によるエアロゾル発生物品の製造に使用される
ことが好ましい冷間押出により、非常に精密な許容差、押出成形物の良好な表面仕上げお
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よび高速の押出速度が許容される。
【００１０】
　サセプタ材料およびエアロゾル形成基体の同軸押出は、基体とサセプタの間の非常に接
近しかつ直接的な物理的接触を提供する。従って、サセプタから基体への熱伝達が最適化
される。密接な接点は、エアロゾル形成基体全体において非常に均一な温度プロフィール
につながりうる。こうして、基体の効率的な使用により基体の総量が減少されうる。結果
として、材料およびコストの浪費が減少されうる。なおさらに、エアロゾル形成基体の過
熱を防ぐことができるので、基体の燃焼および形成される燃焼生成物が減少または防止さ
れうる。加熱エネルギーの量が減少されうるので、それは特に、装置の長い動作時間の観
点から、または電子加熱装置の電池容量または電池サイズの観点から有利でありうる。熱
伝達の改善および大きい接触面積は、エアロゾル形成基体のより早い加熱にもつながる場
合があり、それゆえ使用する準備が整うまでの装置に必要な始動時間をより短くし、エネ
ルギーを少なくすることにもつながる。
【００１１】
　サセプタのデザインおよび配置に応じて、またエアロゾル形成基体の組成物および量に
応じて、用量の計画は、例えば、特定の消費体験を達成するためなどユーザーのニーズに
従い選択および変化しうる。特定の消費体験は、例えば、サセプタの配置を変化させるこ
とにより、加えてまたはその代わりに、例えばエアロゾル形成基体の量または組成物を変
化させることにより、変化しうる。用量の計画は、例えば、例えば１回以上の消費体験に
ついて、所定数の吸煙に相当する分を発生するように選択されうる。従って、消費は最適
化され、浪費が回避または低減されうる。
【００１２】
　誘導加熱可能なエアロゾル形成物品のこの変動性および融通性により、広範囲かつ排他
的な消費体験のカスタム化が許容される。
【００１３】
　押出は、非常に一貫性がありかつ再現可能な様式で実施されうるため、サセプタ材料お
よびエアロゾル形成基体の押出成形物を含む、またはそれらから成るエアロゾル発生物品
は、非常に均一なエアロゾル送達プロフィール、加えてまたはその代わりに、再現可能な
エアロゾル送達プロフィールを持ちうる。従って、消費体験中の吸煙間でのエアロゾル形
成の一貫性と、消費体験間での再現性とを改善することが可能である。加えて、またエア
ロゾル発生物品の異なる個々の部分のみを加熱する時（セグメント化された加熱）、すな
わち、サセプタ材料のセグメントのみを加熱する時に、均質または一貫したエアロゾル発
生が提供されうる。
【００１４】
　本発明によるエアロゾル発生物品と共に使用するためのエアロゾル発生装置は、誘導加
熱をするよう適合されうる。例えば、装置には、インダクタを含む電子装置および負荷ネ
ットワークが提供されうる。したがって、例えば、加熱ブレードを備える従来のように加
熱される装置よりも必要な電力が少なくて済み、かつ、無接触式加熱の全ての利点（例え
ば、加熱ブレードが壊れることがなく、発熱体の残留物がなく、発熱体およびエアロゾル
形成物質から電子装置が分離されており、また装置の掃除が容易である）を与えうる、そ
のような装置が製造されうる。特に、本発明によるエアロゾル発生物品と組み合わせて使
用する装置の性能は、各々の新しいエアロゾル発生物品と共に提供される「新鮮な」発熱
体により向上されうる。発熱体上には、消費体験の品質および一貫性にマイナスの影響を
与える可能性のある残留物は蓄積しえない。
【００１５】
　本発明によるエアロゾル発生物品は、ひも要素を備えうる。ひも要素は、エアロゾル発
生物品の長軸方向の延長部に沿って配置される。ひも要素は、有利なことにサセプタ材料
とエアロゾル形成基体の間に配置されたサセプタ材料の外側に放射状に配置されることが
好ましい。ひも要素は、エアロゾル形成基体内に包埋されうる。ひも要素は、押出成形物
の全長に沿って延びることが好ましい。
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【００１６】
　ひも要素は、押出プロセスを保持および制御するために提供されうる。ひも要素は、エ
アロゾル発生物品の製造中および製造後の押出成形物の伸びを最小化または回避しうる。
【００１７】
　ひも要素は、押出プロセスのための連続的なひも材料として提供されることが好ましい
。ひも要素は、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料と共に共押出される。
【００１８】
　ひも要素は、ひも要素の伸びが２０ニュートンの荷重下で１ミリメートル毎メートル未
満である、好ましくは０．５ミリメートル毎メートル未満であるように、引張強さを持つ
ことが好ましい。
【００１９】
　ひも要素は、１１０Ｍｐａを越える、好ましくは２００Ｍｐａを越える引張強さを持つ
ことが好ましい。
【００２０】
　ひも要素は、例えば、丸いまたは平坦な断面を持ちうる。丸い断面は、例えば、０．１
ｍｍ～１．１ｍｍの直径、好ましく０．２ｍｍ～０．５ｍｍの直径を持ちうる。平坦な断
面は、例えば、１：２～１：１０の辺の比を有しうるが、大きい方の寸法が０．５ｍｍ～
２．３ｍｍであることが好ましく、０．５ｍｍ～１．２ｍｍが好ましい。
【００２１】
　原則として、本明細書を通して値が述べられる時はいつでも、その値が明示的に開示さ
れることが理解される。しかし、値は技術的考慮のために厳密に特定の値ではなくてもよ
いことも理解される。値は、例えば、厳密な値±２０パーセントに対応する値の範囲を、
含んでいてもよい。
【００２２】
　ひも要素は、例えば、フィラメントまたは糸としうる。
【００２３】
　ひも要素は、例えばセルロース、綿、ラインまたは竹などの天然繊維を備えるか、また
はそれらにより作製されうる。
【００２４】
　ひも要素は、例えば、ステンレス鋼繊維などの金属繊維を備えるか、またはそれらによ
り作製されうる。
【００２５】
　ひも要素は、グラフェン繊維または上記で言及した繊維材料の任意の組み合わせを含む
炭素繊維を備えるか、またはそれらにより作製されうる。
【００２６】
　繊維は、５μｍ～２５０μｍの範囲、好ましくは２０μｍ～８０μｍの範囲の厚さを持
ちうる。繊維は、天然繊維について０．３ｇ／ｃｍ3～９ｇ／ｃｍ3の範囲、好ましくは０
．３ｇ／ｃｍ3～１ｇ／ｃｍ3の範囲の繊維密度を持ちうる。金属がひも要素用に使用され
る場合、ひも要素は、単一のワイヤー、例えばステンレス鋼ワイヤーで作製されうる。金
属ひも要素は、例えば複数のワイヤーのひもでもよく、例えば、引張強さを向上させつつ
、好ましくは上記で指定された低い範囲に伸びを保つ任意の標準パターンで編組みまたは
製織しうる。
【００２７】
　エアロゾル形成基体およびサセプタ材料、およびこれらの材料により形成された押出成
形物は、基本的に共押出プロセスで製造されうる任意の形状を持ちうる。形状は、広い表
面積を提供するように選択されることが好ましい。形状は、単純なダイ形状を提供する単
純な形状であることが好ましい。押出成形物の形状は、押出成形物の長軸方向軸に対して
回転対称であることが好ましい。
【００２８】
　エアロゾル形成基体およびサセプタ材料は、中空の、好ましくは管状の押出成形物を形
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成する、中空の、好ましくは管状の形状を持ちうる。中空の形状は、広い表面積と、サセ
プタ材料およびエアロゾル形成基体の間の広い界面とを提供する。特に、中空の形状は、
エアロゾル形成基体によって形成される内側および外側が提供しうる。例えば、中空形状
のサセプタ材料は、中空形状のサセプタ材料の外側で、内側で、または外側および内側の
両方で、エアロゾル形成基体で覆われうる。
【００２９】
　押出成形物は円筒形状を持つことが好ましい。
【００３０】
　「円筒形」という用語は、本明細書では「実質的に円筒形」も含めて使用される。「円
筒形」は、円形、長円形または楕円形または実質的に円形、実質的に長円形または実質的
に楕円形の断面の円筒の形状を持つ形態を含むことが理解される。これらの異なる形状の
押出成形物の様々な組み合わせおよび配置が可能である一方、好ましい実施形態では、押
出成形物は円形断面を持つ円筒の形状を持つ。円筒形状の押出成形物ではまた、サセプタ
材料およびエアロゾル形成基体は円形断面の円筒形状を持つことが好ましい。
【００３１】
　サセプタ材料は、押出成形物の長さに沿って配置された連続的または不連続的な材料と
しうる。
【００３２】
　サセプタ材料は、サセプタ材料の間にギャップが提供されている連続材料としうる。ギ
ャップは、サセプタ材料内に、かつ押出成形物の長さに沿って、好ましくは等距離で配置
されうる。ギャップが提供された連続的なサセプタ材料は、例えば、押出成形物に沿って
配置されたらせん状のサセプタ材料としうる。
【００３３】
　不連続的なサセプタ材料は、例えば、個々のサセプタセグメントの形態としうる。少な
くとも２つのサセプタセグメントは、エアロゾル発生物品の長軸方向の延長部に沿って、
長軸方向に相互に距離をおいて配置されうる。すなわち、サセプタセグメントは隣接する
サセプタセグメントとの間にギャップを含む。
【００３４】
　異なるサセプタセグメントおよびサセプタ材料の間に配置されたギャップにより、エア
ロゾル形成基体のセグメント化された加熱が許容される。セグメント化により、限定的な
領域が加熱されるように画定でき、周辺の要素および材料との干渉が制限される。サセプ
タ材料内のギャップにより、隣接する２つのサセプタセグメントの間の領域でのエアロゾ
ル形成基体の過熱が阻止されうる。異なるサセプタセグメントは、相互に電気的に絶縁さ
れる。
【００３５】
　ギャップのサイズは、消費体験の品質および関連するエアロゾルの送達がマイナスの影
響を及ぼさないように、かつエアロゾル形成基体の浪費が最小化または回避されるように
選択されることが好ましい。
【００３６】
　１つ以上のサセプタセグメントは、同時に加熱されうる。セグメントは、所定時間の間
、および望ましい順序に従い、連続的に加熱されうる。
【００３７】
　サセプタ材料は、例えば、誘導コイルのセットによって加熱されうる。誘導コイルのセ
ットは、エアロゾル発生物品内に含まれているサセプタセグメント数と、あるいは加熱さ
れることになるエアロゾル形成基体の部分数と、同一数の誘導コイルを備えることが好ま
しい。そして、それぞれの誘導コイルは、１つのサセプタセグメントを加熱するように提
供されることが好ましい。
【００３８】
　セグメント化された加熱がエアロゾル発生装置内で利用できる場合、サセプタ材料、特
に本発明によるエアロゾル発生物品の個々のサセプタセグメントは、区分された様式で加
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熱されうる。これは、例えば、ある一定の消費体験を達成するように、または加えてまた
はその代わりに、１回、２回またはそれを越える吸煙に従い一貫したエアロゾル形成を達
成するように、連続的に実施されうる。
【００３９】
　一般に、サセプタは、電磁エネルギーを吸収し、それを熱に変換することができる材料
である。交流電磁場内に位置する時、典型的にはサセプタ内で渦電流が誘導され、かつ、
ヒステリシス損失が生じ、これがサセプタの加熱の原因となる。１つまたはいくつかのイ
ンダクタ、例えば、誘導加熱装置の誘導コイルによって発生した電磁場を変化させること
で、サセプタを加熱する。次に、加熱サセプタは、エアロゾルが形成されるように、周囲
のエアロゾル形成基体に、主に熱伝達によって熱を伝達する。こうした熱の伝達は、サセ
プタが、例えば、エアロゾル形成基体のたばこ材料およびエアロゾル形成体と密接な熱的
接触状態にある、好ましくは直に物理的に接触している場合に最適である。押出プロセス
によって、サセプタとエアロゾル形成基体の間の密接な界面が形成される。
【００４０】
　サセプタは、エアロゾル形成基体からエアロゾルを発生させるのに十分な温度に誘導加
熱されうるあらゆる材料から形成されうる。好ましいサセプタは金属または炭素を含む。
好ましいサセプタは、例えばフェライト鉄、強磁性鋼またはステンレス鋼などの強磁性合
金、強磁性粒子、およびフェライトなどの強磁性材料を含んでよく、またはその強磁性材
料からなってよい。適切なサセプタはアルミニウムであってよく、またはアルミニウムを
含んでよい。好ましいサセプタは２５０℃を超える温度に加熱されうる。
【００４１】
　好ましいサセプタは、金属サセプタ、例えばステンレス鋼である。ただし、サセプタ材
料には、グラファイト、モリブデン、炭化ケイ素、アルミニウム、ニオブ、インコネル合
金（オーステナイトニッケル－クロム基超合金）、金属化フィルム、例えばジルコニアな
どのセラミック、例えば、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉなどの遷移金属、例えばＢ、Ｃ、Ｓｉ、Ｐ、
Ａｌなどの半金属元素も含まれうる。
【００４２】
　サセプタはまた、多材料サセプタであってよく、かつ、第１サセプタ材料と第２サセプ
タ材料を含んでよい。第１サセプタ材料は第２サセプタ材料と物理的に密着した状態で積
層される。第２サセプタ材料のキュリー温度はエアロゾル形成基体の発火点よりも下であ
ることが好ましい。第１サセプタ材料は、主に、揺動電磁場にサセプタが配置される時に
サセプタを加熱するために使用されることが好ましい。あらゆる適切な材料を使用してよ
い。例えば、第１サセプタ材料はアルミニウムであってよく、またはステンレス鋼などの
鉄材料であってよい。その第２サセプタ材料は、主に、特定の温度であって、その第２サ
セプタ材料のキュリー温度であるその温度にサセプタが達した時を示すために使用される
ことが好ましい。その第２サセプタ材料のキュリー温度を使用して操作中にサセプタ全体
の温度を調節することができる。第２サセプタ材料の適切な材料にはニッケルおよびある
特定のニッケル合金が含まれうる。
【００４３】
　少なくとも第一および第二のサセプタ材料を持つサセプタを提供することにより、エア
ロゾル形成基体の加熱および加熱の温度制御が分離されうる。第２サセプタ材料は所望の
最大加熱温度と実質的に同じである第２キュリー温度を有する磁性材料であることが好ま
しい。すなわち、その第２キュリー温度は、エアロゾル形成基体からエアロゾルを発生さ
せるためにサセプタが加熱されるべき温度とほぼ同じであることが好ましい。
【００４４】
　エアロゾル発生物品内のサセプタの長軸方向の延長部または長さは、例えば４ｍｍ～２
０ｍｍ、好ましくは４ｍｍ～１４ｍｍとしうる。サセプタ材料の横方向の延長部または直
径は、例えば、４ｍｍ～９ｍｍ、好ましくは４ｍｍ～７ｍｍとしうる。
【００４５】
　サセプタ材料が、エアロゾル発生物品のセグメント化された加熱のために２つ以上のセ
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グメントを備える場合、セグメントの長さは０．７ｍｍ～１０ｍｍの範囲としうる。隣接
するサセプタセグメントの間のギャップは、セグメントの長さの最高３倍までとしうる。
【００４６】
　サセプタ材料は、シート様の材料、例えば、箔、メッシュまたはウェブなどとしうる。
箔は、例えば、固体金属箔としうる。メッシュまたはウェブは、例えば、製織、不織布ま
たは編組みの繊維、例えば強磁性繊維から作製された材料としうる。
【００４７】
　不織布シート材料は、例えば、医療用ステンレス鋼繊維（例えばグレード３１６および
４３０）から作製されうる。有利なことに、不織布材料の繊維直径は、２０μｍ～０．７
ｍｍである。不織布シート材料は、３０ｇ／ｍ2～２２０ｇ／ｍ2、好ましくは５０ｇ／ｍ
2～１００ｇ／ｍ2の重量、および有利なことに０．０６ｍｍ～１．１ｍｍ、好ましくは０
．０６ｍｍ～０．５ｍｍ、より好ましくは０．０７５ｍｍ～０．２５ｍｍの厚さを持つこ
とが好ましい。
【００４８】
　シート材料の編組みに編組みワイヤー、例えば、ステンレス鋼ワイヤーを使用する時は
、不織布シート材料について説明したものと類似した密度を得るために基本的に任意の編
組みパターンを適用しうる。編組みシート材料では、２０μｍ～０．７５ｍｍ、より好ま
しくは８０μｍ～０．３ｍｍの直径を持つ繊維が使用されることが好ましい。
【００４９】
　本発明によるエアロゾル発生物品で物品の押出時に使用されるサセプタ材料としての製
織、不織布または編組みの繊維、メッシュおよびウェブは、押出中および押出後に、エア
ロゾル形成基体が隙間に、特にサセプタ材料の周辺の繊維に貫通できるようにする。従っ
て、サセプタ材料はエアロゾル形成基体内に包埋され、広くかつ強力な界面および良好な
熱接触が提供される。
【００５０】
　小さなまたは大きな隙間を持つメッシュまたはウェブなどの多孔性のサセプタ材料は一
般に、エアロゾル形成基体内へのサセプタ材料の包埋を促進する。
【００５１】
　「エアロゾル形成基体」は、エアロゾルを形成することができる揮発性化合物を放出す
る能力を持つ基体である。揮発性化合物はエアロゾル形成基体の加熱または燃焼によって
放出されてもよい。加熱または燃焼に代わるものとして、一部の場合では、化学反応によ
って、または超音波などの機械的な刺激によって揮発性化合物が放出されてもよい。エア
ロゾル形成基体は固体であってもよい。エアロゾル形成基体は例えば均質化した植物由来
材料などの植物由来材料を含んでもよい。植物由来材料は例えば均質化したたばこ材料な
どのたばこを含んでもよい。エアロゾル形成基体は、加熱に伴いエアロゾル形成基体から
放出される揮発性のたばこ風味化合物を含有するたばこ含有材料を含んでもよい。別の方
法として、エアロゾル形成基体は非たばこ含有材料を含んでもよい。エアロゾル形成基体
は少なくとも１つのエアロゾル形成体を含んでもよい。エアロゾル形成基体は、ニコチン
ならびにその他の添加物および成分（風味剤など）を含んでもよい。エアロゾル形成基体
はたばこ含有基体であることが好ましい。エアロゾル形成基体は、スラリーの形態で提供
されうる。
【００５２】
　たばこ含有スラリーおよびたばこ含有スラリーから作られるエアロゾル形成基体は、た
ばこ粒子、繊維粒子、エアロゾル形成体、結合剤、および例えばさらに風味を含む。基体
は、たばこ含有スラリーから形成される再構成たばこの一形態であることが好ましい。
【００５３】
　たばこ粒子は、望ましい被覆厚さに応じて、３０μｍ～２５０μｍ程度、好ましくは３
０μｍ～８０μｍ程度、または１００μｍ～２５０μｍ程度の粒子を持つたばこダストの
形態のものであってよい。
【００５４】
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　繊維粒子にはたばこ茎材料、葉柄または他のたばこ植物材料、および低リグニン含量を
有する木質繊維などの他のセルロース系繊維が含まれうる。繊維粒子は、低含有率、例え
ば、約２％～１５％の間の含有率に対して十分な引張強さを押し出された基体にもたらす
という要求に基づいて選択されうる。あるいは、植物繊維などの繊維を上記の繊維粒子と
共に使用してもよいし、または別法で使用してもよいが、これには大麻および竹が含まれ
る。
【００５５】
　エアロゾル形成基体を形成するためのスラリーに含まれるエアロゾル形成体は、１つ以
上の特徴に基づいて選ばれてもよい。機能的には、エアロゾル形成体は、そのエアロゾル
形成体の特定の気化温度を超えて加熱された時、そのエアロゾル形成体を気化させ、かつ
、ニコチンまたは風味剤または両方をエアロゾルの状態で運ぶメカニズムを提供する。異
なるエアロゾル形成体は通常、異なる温度で気化する。エアロゾル形成体は、例えば室温
またはその付近で安定性を保つが、高めの温度、例えば４０℃～４５０℃などで気化でき
るその能力に基づき選択されうる。エアロゾル形成体はまた、基体がたばこ粒子を含むた
ばこ由来の製品で構成されている時にエアロゾル形成基体内に望ましいレベルの水分を維
持するのに役立つ、湿潤剤タイプの属性を持ちうる。特に、一部のエアロゾル形成体は、
湿潤剤として機能する吸水性材料、すなわち、基体が湿潤剤を含んだ状態に保つのに役立
つ材料である。
【００５６】
　エアロゾル形成基体を含むたばこ中の湿潤剤の含有量は、１５パーセント～３５パーセ
ントの範囲であることが好ましい。
【００５７】
　１つ以上のエアロゾル形成体を組み合わせてそれらの組み合わせたエアロゾル形成体の
１つ以上の特性を利用してもよい。例えば、有効成分を運ぶトリアセチンの能力とグリセ
リンの保湿性を利用するためにトリアセチンをグリセリンおよび水と組み合わせてもよい
。
【００５８】
　エアロゾル発生基体は、乾燥質量基準で約５パーセント～約３０パーセントのエアロゾ
ル形成体含有量を持っていてもよい。好ましい実施形態では、エアロゾル発生基体は乾燥
質量基準でおよそ２０パーセントのエアロゾル形成体の含有量を持つ。
【００５９】
　エアロゾル形成体はポリオール、グリコールエーテル、ポリオールエステル、エステル
、および脂肪酸から選択されてよく、かつ、次の化合物、すなわちグリセリン、エリスリ
トール、１，３－ブチレングリコール、テトラエチレングリコール、トリエチレングリコ
ール、クエン酸トリエチル、プロピレンカーボネート、ラウリン酸エチル、トリアセチン
、メソ－エリスリトール、ジアセチン混合物、ジエチルスベリン酸塩、クエン酸トリエチ
ル、安息香酸ベンジル、フェニル酢酸ベンジル、バニリン酸エチル、トリブチリン、酢酸
ラウリル、ラウリル酸、ミリスチン酸、およびプロピレングリコールのうちの１つ以上を
含んでよい。
【００６０】
　エアロゾル形成基体を含有するたばこのためのスラリーを生成する典型的なプロセスは
、たばこを調整する工程を含む。このために、たばこは細かく切られる。細かく切られた
たばこは次に、その他の種類のたばこと混合され粉砕される。通常、その他の種類のたば
こは、バージニア種またはバーレー種などその他のタイプのたばこであり、または例えば
違う方法で処理したたばこでもよい。混合および粉砕の工程は切り替えうる。繊維は別個
に準備され、溶液の形態のスラリー用に使用されるなどが好ましい。繊維は主に、基体に
安定性を提供するためにスラリー内に存在するので、繊維量は減少されてもよく、あるい
は繊維は、エアロゾル形成基体がサセプタによって安定化されるのでむしろ省かれてもよ
い。
【００６１】
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　存在する場合、繊維溶液および準備したたばこが次に混合される。次に、スラリーが押
出装置に移動される。押出装置のそれぞれのダイを通して押し出された後で、押出成形物
は、好ましくは熱によって乾燥され、乾燥後に冷却される。
【００６２】
　たばこ含有スラリーは均質化たばこ材料を含み、エアロゾル形成体としてグリセリンを
含むことが好ましい。エアロゾル形成基体の被覆は、上述の通りたばこ含有スラリーで作
製されることが好ましい。
【００６３】
　エアロゾル形成基体は、たばこ材料およびエアロゾル形成体を含むことが好ましい。
【００６４】
　有利なことに、エアロゾル形成基体は、多孔性であり、揮発した物質が基体を離れるこ
とができる。サセプタとエアロゾル形成基体の間の広い接触面積のため、例えば、加熱用
ブレードによって加熱されるエアロゾル形成基体と比較して、少量の基体のみがサセプタ
によって加熱されなければならないように基体は薄い厚さを持ちうる。従って、空隙率を
全く持たない、またはほんのわずかしか持たない基体も使用されうる。薄い厚さを持つ基
体は、例えば、厚い厚さを持つ基体よりも少ない空隙率を持つように選択されうる。
【００６５】
　エアロゾル形成基体の厚さは、０．１ｍｍ～４ｍｍ、好ましくは０．２ｍｍ～２ｍｍと
しうる。
【００６６】
　エアロゾル形成基体の、例えば、組成物、密度、空隙率または厚さは変化しうる。エア
ロゾル形成基体を変化させることにより、エアロゾル化は、所定の誘導加熱装置について
変化および制御されうる。また、例えば、ニコチンまたは風味などの異なる物質の送達も
、所定の誘導加熱装置について変化および制御されうる。特に、性能がカスタマイズされ
たエアロゾル発生システムが提供されうる。
【００６７】
　エアロゾル形成基体は、少なくとも１つの保護層をさらに備えうる。保護層は、例えば
、エアロゾル発生物品の有効期限を保証または向上させうる。加えてまたはその代わりに
、保護層は、エアロゾル発生物品の使用および蒸発挙動を最適化しうる。
【００６８】
　保護層は、環境の影響に対してエアロゾル形成基体を保護する外側保護層としうる。外
側保護層は、水分保護層であることが好ましい。
【００６９】
　保護層はまた、例えば、外側保護層に色を追加することにより、マーキングの目的でも
使用されうる。
【００７０】
　本発明によるエアロゾル発生物品では、押出成形物の壁厚は、１ミリメートル～７ミリ
メートル、好ましくは２ミリメートル～４ミリメートルとしうる。押出成形物の壁は、平
坦なサセプタ材料の両側に提供されたエアロゾル形成基体を持つ平坦なサセプタ材料を含
みうる。従って、エアロゾル形成基体層の厚さは、例えば、０．５ミリメートル～２ミリ
メートルほどに薄くしうる。こうした薄い基体層は、未使用の基体材料から離れることな
く、非常に効率がよくかつ均一な様式で加熱されうる。
【００７１】
　押出成形物の長さは、４ミリメートル～２０ミリメートル、好ましくは４ミリメートル
～１４ミリメートルとしうる。押出成形物の外径は、例えば、５ミリメートル～１０ミリ
メートル、好ましくは５ミリメートル～７ミリメートルとしうる。押出成形物は、所定範
囲の外径を持つ円筒形の押出成形物としうる。外径はまた、非円筒形の押出成形物の最大
の横方向または半径方向の寸法に対応しうるが、ここで、横方向または半径方向の寸法は
、長軸方向の延長部または押出成形物の長さと直角をなす。
【００７２】
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　押出成形物は、平坦または構造化された壁を備えうる。
【００７３】
　平坦な壁は、それぞれの形状の押出成形物のうち最小の壁面積を表す。構造化された壁
があることで、壁の合計表面積は増大されうる。これにより、エアロゾル形成および蒸発
のための表面積および蒸発が増大されうる。また、サセプタ材料とエアロゾル発生基体の
間の合計接触面積も増大されうる。こうした構造による接触面積の増大は、例えば、それ
ぞれ押出成形物またはエアロゾル発生物品の高さを変化させることなく達成されうる。
【００７４】
　また構造化された壁があることで、基体の厚さを増やすこともなく、物品１つ当たりの
エアロゾル形成物質の量を増やしうる。これにより、消費体験の延長が可能となり、また
は、加えてまたはその代わりに、消費中のエアロゾル送達の増大が可能となる。
【００７５】
　壁の構造は、規則正しい構造であることが好ましい。構造は、押出成形物のサイズに適
合されることが好ましい。構造は、押出成形物の壁の配置の上にあってもよい。
【００７６】
　構造化された壁は、例えば、管状の押出成形物の円形の壁の代わりに波状の壁でもよい
。押出成形物の形状の周囲が、こうして波状の線を描く。
【００７７】
　本発明によるエアロゾル発生物品はカバー材料を含みうる。カバー材料は、少なくとも
部分的にエアロゾル発生物品を覆う。カバー材料は、少なくとも部分的にそれぞれエアロ
ゾル発生物品の外側またはエアロゾル発生物品の押出成形物の外側を包むことが好ましい
。有利なことに、カバー材料は押出成形物の外側全体を覆う。カバー材料は、押出成形物
の外側のみを覆いうる。カバー材料はまた、押出成形物の内側を覆うかまたは部分的に覆
いうる。
【００７８】
　カバー材料は、エアロゾル発生物品と装置部品またはユーザーの間の界面、またはエア
ロゾル発生物品のエアロゾル形成基体と装置部品またはユーザーの間の界面としての役目
を果たしうる。
【００７９】
　これにより、装置部品は、装置の連続した使用後でも清潔に保たれうる。使用済みのエ
アロゾル発生物品の除去も促進される場合があり、装置部品上の残留物への使用済みの物
品の付着が回避または制限される。加えて、エアロゾル発生物品を取り扱っている時に押
出成形物がユーザーの指と直に接触することが回避されうる。
【００８０】
　カバー材料は、エアロゾル形成物品の機械強度を向上させうる。
【００８１】
　カバー材料は、基本的に電子加熱装置で使用するために適切な任意の種類の材料としう
る。カバー材料は、装置の使用中、加熱プロセスの間に溶解またはその主な物理的特徴が
変化しない材料であり、かつ水または液体中に溶解しないことが好ましい。
【００８２】
　カバー材料は、薄いシート様材料が好ましい。
【００８３】
　カバー材料は多孔性であることが好ましい。空隙率は、加熱されたエアロゾル形成基体
から気化するエアロゾルが自由に放出できるように選択される。
【００８４】
　カバー材料は、密着して貼り付けられる材料層でもよく、またはゆるめに貼り付けられ
たラッピングでもよい。
【００８５】
　例えば、カバー材料は、例えば押出成形物の外側を覆う、好ましくは押出成形物の外側
に配置されたエアロゾル形成基体を覆う、多孔性材料層の形態としうる。多孔性材料層は
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、例えば、押出の後でエアロゾル形成基体が乾燥される前に、押出成形物に貼り付けられ
うる。
【００８６】
　カバー材料は、例えば、押出成形物の外側を包む、エンベロープの形態としうる。エン
ベロープは、中空の押出成形物の内部に延びうるが、例えばエアロゾル発生物品の反対側
の端で中空の押出成形物の内部に折り畳まれうる。任意の種類のカバー材料を折り畳むこ
とで、さらなる固定手段、例えば、接着剤または機械的な取付手段などを必要としないよ
うに、カバー材料を押出成形物に固定しうる。
【００８７】
　エンベロープの形態のカバー材料はまた、形状を与える要素として構成されてもよい。
例えば、カバー材料は、異なる形状、例えば星形または三角形の押出成形物を包む円筒の
形態を持ちうる。従って、カバー材料は、エアロゾル発生物品に円筒形状を与える。
【００８８】
　カバー材料は、例えば、飲食料品業界（例えば、ＦＤＡ）の規制に適合する紙材料を含
むセルロース系の材料であってもよい。カバー材料は、紙巻たばこ用紙、「ティーバッグ
」紙、または医療等級もしくは飲食料品用に承認を受けた多孔性シート材料、例えば、こ
うした紙またはプラスチックシート材料であってもよい。本発明によるエアロゾル発生物
品内でカバー材料として使用するために適切なティーバッグ紙は、密度が１５ｇ／ｍ2～
２５ｇ／ｍ2の範囲であってもよく、１８ｇ／ｍ2～２２ｇ／ｍ2の範囲であることが好ま
しい（例えば、市販のタイプＩＭＡ　２１、２３、２４、および２７、非ヒートシールテ
ィーバッグペーパー）。
【００８９】
　カバー材料の厚さは、例えば、１０マイクロメートル～５０マイクロメートルの範囲で
あってもよく、１０マイクロメートル～３０マイクロメートルの範囲であることが好まし
い。
【００９０】
　エアロゾル発生物品の長さは、押出成形物の長さと同一としうる。エアロゾル発生物品
の長さはまた、特に物品にエンベロープの形態のカバー材料が提供されている場合、わず
かに長くてもよい。エアロゾル発生物品の長さは、５ミリメートル～２５ミリメートル、
好ましくは５ミリメートル～１７ミリメートルとしうる。
【００９１】
　本発明の別の態様によれば、エアロゾル発生装置が提供されている。エアロゾル発生装
置は、装置ハウジングの近位端から延びる支持要素を備えた装置ハウジングを備える。支
持要素は、エアロゾル発生物品を受けるように、好ましくは中空のエアロゾル発生物品を
受けるように適合されるが、物品は、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料を含み、本
明細書に説明した通り、好ましくはエアロゾル形成基体およびサセプタ材料の押出成形物
を含む。エアロゾル発生物品は、支持要素に取り付けられうる。
【００９２】
　本発明による、かつ本明細書に記載されたエアロゾル発生物品は、装置の支持要素に取
り付けられることが好ましい。ところがまた、支持要素への取付に適切な異なるエアロゾ
ル発生物品も本発明による装置と共に使用されうる。例えば、（中空の管状の）誘導加熱
可能なエアロゾル発生物品が使用されてもよく、ここでエアロゾル形成基体およびサセプ
タ材料は、異なる方法で、例えば、サセプタ材料をエアロゾル形成基体で被覆することに
より、またはサセプタ材料および基体を相互に折り畳むことにより、組み合わせられる。
【００９３】
　支持要素は、エアロゾル発生装置内へのエアロゾル発生物品の位置付けおよび自己中心
合わせを支持するための中心合わせ要素であってもよい。支持要素はまた、物品の不適切
な保管または取り扱いのために変型した物品の場合に、エアロゾル発生物品の形状の調節
に対応しうる。
【００９４】
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　支持要素はまた、装置の組立、例えば、マウスピースと装置ハウジングの整列に対応し
うる。
【００９５】
　支持要素のサイズは、支持要素に取り付けられることになるエアロゾル発生物品の形態
およびサイズに適合されることが好ましい。例えば、支持要素の横方向の寸法は、支持要
素の外径とエアロゾル発生物品の間に隙間を残すように選択されうる。こうした隙間は、
例えば０．４ｍｍ～０．７ｍｍの範囲としうる。このサイズ範囲の隙間により、エアロゾ
ル発生基体の適切な嵌合が許容され、物品および装置の機能性が保証される。
【００９６】
　支持要素は、エアロゾル発生物品よりも同じかまたはわずかに長い長さを持つことが好
ましい。例えば、支持要素の長さは、エアロゾル発生物品の長さよりも数ミリメートル長
くてもよい。例えば、支持要素の長さは、エアロゾル発生物品の長さよりも１ｍｍ～３ｍ
ｍ長くてもよく、物品の合計長さは上記に示した長さの範囲である。
【００９７】
　支持要素は、装置ハウジングの近位端上を延びる。このことは、支持要素への妨害され
ないアクセスに有利であり、支持要素へのエアロゾル形成物品の取付けに対応する。支持
要素は、装置ハウジングの近位端上に部分的にまたは全体的に延びうる。支持要素は、装
置ハウジングの近位端上に全体的に延びることが好ましい。
【００９８】
　支持要素の長軸方向軸は、好ましくは、支持要素に取り付けられた時に、エアロゾル発
生物品の長軸方向軸が装置ハウジングの長軸方向軸と整列するように、装置ハウジングの
長軸方向軸と整列されることが好ましい。
【００９９】
　支持要素は、支持要素の長軸方向軸に対して回転対称の形状を持つことが好ましい。
【０１００】
　支持要素はピン形の要素であることが好ましい。
【０１０１】
　ピン形の要素に取り付けられたエアロゾル発生物品は、中空の管状のエアロゾル発生物
品であることが好ましい。中空の管状のエアロゾル発生物品は、本明細書で説明した通り
、共押出されたエアロゾル形成基体およびサセプタ材料を含みうる。ところが、中空の管
状のエアロゾル発生物品はまた、エアロゾル形成基体で被覆された管状のサセプタ材料を
含みうる。
【０１０２】
　支持要素の形状は、支持要素と支持要素に取り付けられたエアロゾル発生物品の間を長
軸方向にエアロゾル形成物品の上流端から下流端へと気流を通過させることが好ましい。
【０１０３】
　用語「上流」および「下流」は、ユーザーが装置を使用する間、エアロゾル発生物品で
引き出す方向に関してエアロゾル発生物品またはエアロゾル発生装置の要素または要素の
部分の相対位置を記述するために使用される。従って、空気がエアロゾル発生物品の上流
端から入り、下流端の下流に移動するように、ユーザーはエアロゾル発生物品の下流端か
ら吸い込む。
【０１０４】
　装置はさらに、少なくとも部分的にくぼみ内で支持要素に取り付けられたエアロゾル発
生物品を備えた支持要素を収容する形状の内部表面を持つくぼみを備えたマウスピースを
備える。
【０１０５】
　マウスピースのくぼみの長さは、エアロゾル発生物品がマウスピースのくぼみ内に受け
られた時に、エアロゾル発生物品がマウスピースのくぼみ内に完全に収容されるように、
エアロゾル発生物品の長さと同じかまたは長いことが好ましい。
【０１０６】
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　従って、支持要素に取り付けられたエアロゾル発生物品は、装置のマウスピースによっ
て完全に覆われることが好ましい。
【０１０７】
　マウスピースのくぼみは実質的に円筒形であることが好ましい。マウスピースのくぼみ
の直径は、エアロゾル発生物品の直径と実質的に等しいかまたはわずかに大きいことが好
ましい。
【０１０８】
　マウスピースのくぼみの内部表面および支持要素は、装置の組み立てられた状態で、所
定の距離にかつ相互に隣接して配置される。
【０１０９】
　所定の距離は、エアロゾル発生物品がくぼみ内で支持要素上に配置されるように選択さ
れる。所定の距離は、エアロゾル発生物品の外側とマウスピースのくぼみの内側表面との
間に所定の空気経路を残すように選択されることが好ましい。
【０１１０】
　エアロゾル形成装置はさらに、負荷ネットワークのインダクタを備え、ここでインダク
タは、使用時にエアロゾル発生物品のサセプタ材料に誘導結合される。インダクタは、１
つまたはいくつかのコイルの形態としうる。誘導コイルは、例えばエアロゾル発生物品が
収容されるくぼみの周りに配置されうる。コイルは、くぼみを取り巻くマウスピースの壁
部分に包埋されることが好ましい。
【０１１１】
　誘導コイルはまた、装置ハウジングの近位端に配置されうるが、例えば、支持要素がハ
ウジングの凹部内に配置される場合に、例えば装置ハウジング壁に包埋される。次に凹部
は、エアロゾル発生物品が凹部内に収容されるのに十分なスペースを提供する。
【０１１２】
　マウスピースは、エアロゾル発生装置の最も下流の要素である。ユーザーは、エアロゾ
ル発生物品によって発生したエアロゾルをユーザーへとマウスピースを通過させるために
、マウスピースに接触する。マウスピースはフィルターセグメントを含んでもよい。フィ
ルターセグメントは、低い粒子濾過効率または非常に低い粒子濾過効率を持っていてもよ
い。フィルターセグメントは、酢酸セルローストウでできている酢酸セルロースフィルタ
ープラグであってもよい。
【０１１３】
　マウスピースは、気流がマウスピースを離れる前にマウスピースを通過する気流を均質
化するための混合チャンバーを備えてもよい。混合チャンバーは、くぼみの下流に配置さ
れる。エアロゾル発生物品を通過する気流は、気化したエアロゾルを捕らえ、かつ混合チ
ャンバーを好ましくは乱流で通過してもよい。それゆえ、チャンバーは、エアロゾルの流
れがマウスピースから離れる前にエアロゾルの流れを均質化する混合効果を持つ。
【０１１４】
　マウスピースは、マウスピース内の空気経路内に配置された気流変更要素を備えうる。
気流変更要素は、くぼみの下流かつ混合チャンバーの上流またはその中に配置される。気
流変更要素は、気流が通過するための１つまたはいくつかの内部経路を備えうる。エアロ
ゾル発生物品、例えば外側を通過する、また中空形状のエアロゾル発生物品の場合には物
品の内部をも通過する気流は、気流変更要素の１つまたはいくつかの内部経路を通過する
ことが好ましい。
【０１１５】
　気流変更要素の内部経路および外部経路を通過する気流は、混合チャンバー内で混合さ
れうる。
【０１１６】
　気流変更要素は、加えて支持要素とマウスピースを整列させるための位置決め要素でも
ありうる。
【０１１７】
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　本発明の別の態様によると、エアロゾル発生物品を製造するための方法が提供される。
方法は、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料を押出装置のダイ開口部を通して同軸的
に押し出し、それによって一定の断面形状を持つ押出成形物を形成する工程を含む。押出
成形物は、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料を含む。
【０１１８】
　エアロゾル形成基体は、押出可能な一貫性で、例えばエアロゾル形成スラリーとして、
提供される。
【０１１９】
　本発明による方法は、連続的なひも材料をエアロゾル形成基体およびサセプタ材料と一
緒に同軸的に押し出す工程をさらに備えうる。ひも材料、例えば、フィラメントまたは糸
は、エアロゾル形成基体とサセプタ材料の間に配置され、かつエアロゾル形成基体および
サセプタ材料の押出プロセスを制御するように提供されることが好ましい。ひも材料は、
押出中または押出後の押出成形物の長軸方向の伸びを回避または最小化するために、最小
引張強さを持つことが好ましい。
【０１２０】
　カバー材料、好ましくは多孔性のカバー材料で押出成形物を少なくとも部分的に覆うさ
らなる方法の工程では、押出成形物には、機械的および環境的な影響に対する保護のほか
、機械的な安定性も提供されうる。エアロゾル発生物品には、押出後にカバー材料が提供
されることが好ましい。
【０１２１】
　カバー材料は、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料を押し出す工程を実施した後で
、エアロゾル発生物品の内側もしくは外側のいずれか、または内側および外側に供給され
うる。エアロゾル発生物品の実施形態に応じて、カバー材料は、前記押出成形物を望まし
い長さの個々の押出成形物に切断する前に、連続的な押出成形物に提供されうる。カバー
材料は、押し出されたエアロゾル形成基体の乾燥工程の前または後で提供されうる。
【０１２２】
　カバー材料は、押出成形物を包装して、押出成形物をカバー材料内に包むことで押出成
形物に適用されうる。
【０１２３】
　本発明による方法のさらなる態様および利点については、本発明によるエアロゾル発生
物品に関連してすでに説明してきたため、繰り返さない。
【０１２４】
　本発明の別の態様によれば、エアロゾル発生システムが提供されている。システムは、
本発明により、かつ本明細書に記載されたエアロゾル発生装置を備える。システムはまた
、エアロゾル形成基体およびサセプタ材料を含むエアロゾル発生物品も備えるが、ここで
エアロゾル発生物品は、エアロゾル発生装置の支持要素に取り付けられる。本発明による
システムで使用されるエアロゾル発生物品は、サセプタ材料およびエアロゾル形成基体の
押出成形物であるか、またはそれを含むことが好ましい。システムは、負荷ネットワーク
に接続された電源をさらに備える。負荷ネットワークは、エアロゾル発生物品のサセプタ
材料に誘導結合されるためのインダクタを備える。
【０１２５】
　本発明によるシステムの態様および利点については、本発明によるエアロゾル発生物品
および本発明によるエアロゾル発生装置に関連してすでに説明してきたため、繰り返さな
い。
【０１２６】
　本発明についてはさらに、実施形態に関して説明するが、これを下記の図表によって例
示する。
【図面の簡単な説明】
【０１２７】
【図１】図１は、サセプタ箔を備えた管状のエアロゾル発生物品の第一の実施形態を示す
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。
【図２】図２は、多孔性のサセプタシートを備えた管状のエアロゾル発生物品の第二の実
施形態を示す。
【図３】図３は、図１または図２の物品の断面を示す。
【図４】図４は、構造化された管状の押出成形物を製造するための押出ダイの形態を示す
。
【図５】図５は、セグメント化された加熱のためのエアロゾル発生物品の第一の実施形態
を示す。
【図６】図６は、セグメント化された加熱のためのエアロゾル発生物品の第二の実施形態
を示す。
【図７】図７は、エアロゾル発生物品の３つの実施形態であって、そのままの状態を示す
。
【図８】図８は、エアロゾル発生物品の３つの実施形態であって、カバー層付きを示す。
【図９】図９は、エアロゾル発生物品の３つの実施形態であって、エンベロープ付きを示
す。
【図１０】図１０は、星形のエアロゾル発生物品（そのまま）を示す。
【図１１】図１１は、エンベロープ付きの図１０の物品を示す。
【図１２】図１２は、支持要素および管状のエアロゾル発生物品を別個に示したものであ
る。
【図１３】図１３は、支持要素および管状のエアロゾル発生物品を別個に示したものであ
る。
【図１４】図１４は、支持要素および管状のエアロゾル発生物品を組み立てられた位置で
示したものである。
【図１５】図１５は、エアロゾル発生システムの実施形態の分解図および組立図である。
【図１６】図１６は、動作時の図１５のシステムを図示したものである。
【発明を実施するための形態】
【０１２８】
　図１および図２では、中空管の形状のエアロゾル発生物品１０が示されている。物品１
０は、エアロゾル形成基体２０、２１間にサセプタ材料３０、３１を含む押出成形物から
成る。より適切な図解のために、物品１０の内側構成要素は、外側構成要素の段階的な切
取りによって示されている。実際の物品では、こうしたすべての切取り部分構成要素は、
物品１０の全長に沿って延びる。
【０１２９】
　図１では、サセプタ材料３０は、サセプタ箔、例えば金属箔である。箔は、押出中およ
び押出後に内側２１および外側２０のエアロゾル形成基体間に物理的バリアを形成する。
【０１３０】
　図２では、サセプタ材料３１はサセプタメッシュまたはグリッドであり、例えばステン
レス鋼繊維などの不織布金属繊維から作製される。メッシュにより、エアロゾル形成基体
が物品の押出中および押出後に繊維を取り囲みうるようになる。
【０１３１】
　糸の形態のひも要素４は、外側エアロゾル形成基体２０とサセプタ材料３０、３１の間
に配置される。ひも要素４は、長軸方向に押出成形物に沿って直線状に延びる。ひも要素
４は、押出プロセス中の物品１０の伸びを制限する最小引張強さを持つ。最小引張強さは
、例えば１１０　ＭＰａとしうる。
【０１３２】
　両方のエアロゾル形成基体２０、２１はたばこ含有基体であることが好ましい。それら
は、１つのたばこスラリーのみが物品１０の製造用に準備されうるように同一としうる。
【０１３３】
　図３では、図１および図２の物品１０の断面が示されている。中空管の内径１０１は、
４ｍｍ～７ｍｍの範囲である。中空管の外径１０２は５ｍｍ～７ｍｍの範囲である。よっ
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て、管の壁厚１００は、１ｍｍ～３ｍｍの範囲である。内側および外側のエアロゾル形成
基体２１、２０は同一の厚さを持ちえ、サセプタ３０、３１は半径方向にみて壁の中央に
配置されうる。
【０１３４】
　図４は、構造化された壁を持つエアロゾル発生物品を押し出すための押出ダイを示す。
ダイは、波状の壁構造を持つ内側の管５０と同軸的に配置された外側の円形の管５１を備
える。この実施形態では、それ以外には管状の押出ダイの形で平坦で丸い壁が、規則正し
い周辺方向に走る波を形成している。押出ダイなどによって製造された中空管の形状の周
囲が波状の線を描く。
【０１３５】
　管状のエアロゾル発生物品の側壁は、例えば図１および図２に示すとおり平坦でもよく
、または構造化されてもよい。サセプタ材料の形態は、対応する側壁の構造に適合される
ことが好ましい。
【０１３６】
　構造は、管のサイズに適合されることが好ましい。
【０１３７】
　図５および図６では、セグメント化された加熱に、例えば連続的に加熱されるために適
合された管状のエアロゾル発生物品１０が表示されている。
【０１３８】
　図５では、サセプタ材料は、いくつかの管状のサセプタセグメント３００の形態で提供
されている。個々のセグメント３００は、物品の長さに沿って等距離で配置され、ギャッ
プ３３によって分離されている。各セグメント３００は、望ましい順序に従い所定の時間
、別個に加熱されうる。ギャップ３３は、周辺領域に熱が分散せずに、加熱サセプタセグ
メント３００に隣接しそれに対応する物品の部分に限定されるようにする。ギャップ３３
はまた、消費体験の品質および関連するエアロゾルの送達にマイナスの影響を及ぼしかね
ないセグメント間の領域の過熱も防止しうる。同時に、望ましいエアロゾル形成に必要と
される部分のみを加熱することにより浪費が最小化されうる。図５の実施形態では、ひも
要素４は、物品１０の押出に伴い、明確なサセプタセグメント３００の等距離の位置付け
をサポートしうる。
【０１３９】
　図６では、サセプタ材料は、物品１０に沿って配置されたらせんの形態を持つ。サセプ
タ材料は、押出プロセス中、ボビンから連続的に巻き出され、押出軸（押し出された物品
の長軸方向軸に対応）に沿ってらせん形に位置付けられうるサセプタ帯３２である。巻か
れたサセプタ帯３２間に形成される連続的なギャップ３４は、帯３２の個々の巻線間にあ
る一定の熱分離を提供する。帯に沿ったある程度の熱伝達はなおも可能であるが、この実
施形態は押出プロセスを簡略化し、製品のコストを低減する。
【０１４０】
　この実施形態では、ひも要素４は加えて、サセプタ帯３２の規則正しい位置付けをサポ
ートする。
【０１４１】
　図７では、中空管であり、かつ共押出されたサセプタ材料およびエアロゾル形成基体の
押出成形物から成るエアロゾル発生物品１０が示されている。物品１０の長さは、この場
合には押出成形物の長さに対応するが、４ｍｍ～１４ｍｍの範囲であることが好ましい。
【０１４２】
　図８では、図７のエアロゾル発生物品には、カバー層６０が提供されている。カバー層
６０は、それぞれ物品１１または押出成形物の外側を覆う。カバー層の貼付プロセスによ
っては、カバー層６０は、中空管の端側６００を覆っても覆わなくてもよい。カバー層は
、薄い多孔性材料、例えば「ティーバッグ」紙であることが好ましい。カバー層６０は、
押出成形物の外側の周りに密接して配置されることが好ましい。カバー層６０は、押出プ
ロセスの後でエアロゾル形成基体がまだ乾燥していない時に貼り付けられうる。
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【０１４３】
　図９では、図７のエアロゾル発生物品には、エンベロープ６１が提供されている。エン
ベロープ６１はゆるい包装であり、それぞれ物品または押出成形物の外側を覆う。エンベ
ロープは、管のそれぞれの端で管の内側空間内に折り畳まれた多孔性材料のシートである
。これにより、エンベロープ６１は中空管の端側６００を自動的に覆う。エンベロープ用
のシート材料には、管のそれぞれの端部分に複数の内側に向いたフラップ６１０が提供さ
れるように、切込みが提供される。エンベロープ６１は、押出成形物の周りにゆるく配置
され、エンベロープ６１の折り畳みによって押出成形物に取り付けられることが好ましい
。
【０１４４】
　ゆるいエンベロープ６１は、例えばブランド設定によって、インクを使用せず、例えば
エンベロープ材料のエンボス加工により、マーク付けされうる。
【０１４５】
　エンベロープを含む物品１２の長さは、５ｍｍ～１７ｍｍの範囲であることが好ましい
。
【０１４６】
　エンベロープ６１は、薄い多孔性材料、例えば「ティーバッグ」紙であることが好まし
い。
【０１４７】
　押出によって製造されたエアロゾル発生物品は、必ずしも中空の管状である必要はない
。
【０１４８】
　図１０および図１１は、押出により製造され、星形の断面を持つエアロゾル発生物品１
３、１４の例を示す。３つのサセプタ材料細片は、中央３５０および中央から放射状に延
びる６つのサセプタフラップを持つ星形のサセプタ３５を形成する。サセプタ細片は、両
側がエアロゾル形成基体２５で覆われる。
【０１４９】
　図１１では、上記および図９に関連して説明した通り、図１０の星形のエアロゾル形成
物品１３に、エンベロープ６１が提供されている。エンベロープ６１は、物品１４に円筒
形の管状を与える。
【０１５０】
　図１２は、中空の管状のエアロゾル形成物品の保持および中心合わせのための支持要素
８を示す。この例では、図１３に断面図で示したエアロゾル形成物品に、エンベロープ６
１が提供されている。支持要素８は、物品１２を支持要素上に保持し、物品１２をエアロ
ゾル発生装置内に位置付けるように設計されている。支持要素８は装置内に配置され、好
ましくは装置ハウジングの近位端から延びる。
【０１５１】
　支持要素８は、延長された中央セクション８０を持つ基本的にピン形である。中央セク
ション８０は、支持要素上へのエアロゾル発生物品１２の滑らかな適用を許容する形状で
ある。延びた中央セクションの断面は変動する半径を持ち、かつ４つの「葉部」を持つ葉
様である。葉部は、支持要素８の長軸方向軸の周りに対称に配置される。
【０１５２】
　支持要素８の形状、特に延びた中央セクション８０は、支持要素８と物品１２の間を通
過する空気流を許容する。また、中央セクションの説明した機能を実行するために異なる
数の葉部（例えば、３つのみまたは５つ以上の葉部）も提供されうることが明らかとなる
。
【０１５３】
　支持要素８は、尖った先端８１および足部分８１を持つ。先端８１は、支持要素上への
物品１２の取付けおよび保持を促進する。先端８１はまた、下記に詳細に説明するが、マ
ウスピースを中央合わせする目的も果たす。図１４は、組み立てられた状態での物品１２



(19) JP 6903646 B2 2021.7.14

10

20

30

40

50

および支持要素８を示す。物品１２のエンベロープ６１の折り畳まれたフラップ６１０は
、先端８１のアンダーカットの下を滑る。足部分８２は円錐形状を持ち、支持要素８上を
スライドする時、物品１２のためのエンドストップを提供する。
【０１５４】
　例えば図１０および１１に表示し説明したものなどの非中空のエアロゾル発生物品では
、支持要素の設計はそれに従い適合されうる。例えば、支持要素には、エアロゾル発生物
品のフラップ間またはその他の放射状に延びる要素間に延びる、長軸方向に延びるピンが
提供されうる。
【０１５５】
　図１５は、図９および図１３に図示したエアロゾル発生物品１２を備えたエアロゾル発
生システムの実施形態の分解図および組立図である。システムのエアロゾル発生装置は、
一般的な管状形態を持ち、かつメインハウジング７０およびマウスピース７１を備える。
メインハウジング７０は、主として電池および電力管理システム（図示せず）を備える。
【０１５６】
　装置ハウジング７０は、装置ハウジング７０の近位端から延びる支持要素８を備える。
支持要素８は、図１２および図１４に関連して詳細に説明した。
【０１５７】
　マウスピース７１は、装置の近位要素または最下流要素を形成する。マウスピース７１
は、くぼみ７０１を形成しそれを囲む管状の中空の遠位部分７１０を含む。このくぼみ７
０１は、システムが組み立てられた状態にある時、エアロゾル形成物品１２を受けかつ覆
うために提供される。
【０１５８】
　マウスピース７１は、支持要素８上に取り付けられたエアロゾル発生物品１２内のサセ
プタ材料を誘導加熱するための、誘導コイル７０３の形態のインダクタを含みうる。誘導
コイル７０３は、管状の遠位部分７１０の壁内に包埋される。
【０１５９】
　例えば図５または６に示す通り、セグメント化された加熱のためのエアロゾル発生物品
が提供される場合、誘導コイルは、図１５の下図に示す通り、複数の誘導コイル７３、７
４、７５を含みうる。それから、それぞれの誘導コイルが、サセプタ材料の１つのセグメ
ントを加熱するために提供されることが好ましい。
【０１６０】
　マウスピース７１は、明確な気流管理のための気流変更要素７０５を備える。気流変更
要素７０５は、マウスピース７１内に配置される。マウスピースに取り付けられた位置で
、気流変更要素７０５は、支持要素８上でのマウスピース７１の自己中心合わせおよび位
置付けを保証する。気流変更要素は、遠位端で中央に配置されたくぼみ７０８を備え、こ
れが支持要素の尖った先端８１と連動する。それによって、マウスピース７１および支持
要素８、それに従いエアロゾル発生物品１２は相互に保持され位置付けられる。
【０１６１】
　気流変更要素７０５は、気流９１およびマウスピース７１の混合チャンバー７０４内で
の気流９１の混合に影響を与える円錐である。気流変更要素７０５はフィン７０６によっ
てマウスピースに取り付けられる。
【０１６２】
　気流変更要素７０５は、気流変更要素を通る通路７０７を備える。
【０１６３】
　マウスピース７１にはさらに、環境からの空気９０が装置に入り、エアロゾル発生物品
１２とマウスピース壁の間、またエアロゾル発生物品１２内を通過するように、マウスピ
ースの遠位端に放射状に配置された空気吸込み口チャネル７０２が提供されている。それ
によって、空気９０は、物品１２のエアロゾル形成基体を加熱することによって形成され
たエアロゾルを捕らえる。エアロゾル含有空気９１は、さらに下流に続く。エアロゾル発
生物品１２の内側を通過する空気流は、気流変更要素７０５の通路７０７を通過する。エ
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アロゾル発生物品１２の外側に沿って通過する気流は、気流変更要素７０５の外側に沿っ
て通過する。混合チャンバー７０４では、物品１２の内側を通過し気流変更要素７０５内
の通路７０７を通過する気流の部分が、物品１２の外側を通過し、気流変更要素７０５の
外側を通過する気流の部分と混合される。完全に混合されたエアロゾル含有気流９１はそ
の後、マウスピースの近位端にある出口開口部７１１を通してマウスピース７１を離れる
が、この気流９０、９１は図１6に図示されている。
【０１６４】
　システムを使用するために準備するには、支持要素８への開いたアクセスを提供するよ
うに、ハウジング７０からマウスピース７１を取り外す。
【０１６５】
　エアロゾル形成物品１２を支持要素８の上に取り付けた後、装置の使用準備が整うよう
に、以前に取り外したマウスピース７１をハウジング７０の上へ再び位置付けてもよい。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】

【図１５】
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【図１６】
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